全業種指定解除後（令和３年８月１日以降）
経営安定関連保証５号の申請要件及び必要書類について
【対象中小企業者】
1. 熊本市内に本店または主たる事業所があること。
２．指定業種の売上高を確認し、認定要件に応じた申請様式①～⑮を選択して、申請ください。
（該当するいずれか1つの申請書を用いて申請ください。）

	通常の様式例
	＜認定要件＞最近3ヶ月間の売上高等が前年同月比※で5%以上減少していること

	
	１つの指定業種に属する事業のみを営んでいる場合
営んでいる複数の事業が全て指定業種に属する場合
	様式第５－（イ）－①

	
	主たる事業（最近１年間の売上高等が最も大きい事業）が属する業種（主たる業種）が指定業種である場合
	様式第５－（イ）－②

	
	指定業種に属する事業の売上高等の減少が申請者全体の売上高等に相当程度の影響を与えている
	様式第５－（イ）－③

	認定基準緩和の様式例
	＜認定要件＞直近の売上高等とその後の見込みを含む3か月間の売上高等が前年同月比※で5%以上減少していること

	
	１つの指定業種に属する事業のみを営んでいる場合
営んでいる複数の事業が全て指定業種に属する場合
	様式第５－（イ）－④

	
	主たる事業（最近１年間の売上高等が最も大きい事業）が属する業種（主たる業種）が指定業種である場合
	様式第５－（イ）－⑤

	
	指定業種に属する事業の売上高等の減少が申請者全体の売上高等に相当程度の影響を与えている
	様式第５－（イ）－⑥

	創業者等運用緩和の様式例
	＜認定要件＞下記の対象期間において売上高等が5%以上減少していること

	
	１つの指定業種に属する事業のみを営んでいる場合
営んでいる複数の事業が全て指定業種に属する場合
	①最近１ヶ月と最近３ヶ月比較
	様式第５－（イ）－⑦

	
	
	②令和元年12月比較
	様式第５－（イ）－⑧

	
	
	③令和元年10-12月比較
	様式第５－（イ）－⑨

	
	主たる事業（最近１年間の売上高等が最も大きい事業）が属する業種（主たる業種）が指定業種である場合
	①最近１ヶ月と最近３ヶ月比較
	様式第５－（イ）－⑩

	
	
	②令和元年12月比較
	様式第５－（イ）－⑪

	
	
	③令和元年10-12月比較
	様式第５－（イ）－⑫

	
	指定業種に属する事業の売上高等の減少が申請者全体の売上高等に相当程度の影響を与えている
	①最近１ヶ月と最近３ヶ月比較
	様式第５－（イ）－⑬

	
	
	②令和元年12月比較
	様式第５－（イ）－⑭

	
	
	③令和元年10-12月比較
	様式第５－（イ）－⑮


※前年比較対象月が新型コロナウイルス感染症の影響を受けている場合は、前々年と比較してください。



【提出書類】
· 1　認定申請書
· 2　月別売上表 ※比較対象とする直前同期までの売上を記入してください。
· 3　熊本市で事業を行っていることがわかる書類
（法人の場合：履歴事項証明書、個人の場合：確定申告書の写しなど）
· 4　売上高等確認表に記載されている売上高が分かる資料
　　　（月別売上表、試算表、売上台帳、売上明細書、確定申告書等）
· 5　委任状
（金融機関等による代理申請により提出する場合）


【注意事項・その他】
· 提出した書類は返却いたしませんのでご注意ください。
· 後日、書類の追加提出をお願いする場合があります。
· 書類の不足、指定外業種、その他の諸条件により認定が受けられない場合があります。
· 本認定とは別に、金融機関及び信用保証協会における金融上の審査があります。
· 業種の産業分類について不明な場合は、「日本標準産業分類(平成25年10月改定版)にて検索してください。
· 指定業種は数か月おきに改定されます。詳しくは下記検索方法で熊本市ホームページをご参照いただくか、中小企業庁ホームページをご参照ください。
◆検索方法①◆　検索サイトにて、熊本市　セーフティネット保証制度で検索
◆検索方法②◆　熊本市ホームページトップ画面→「分類から探す」→「しごと・産業・事業者向け」→｢経営支援・金融支援・企業立地｣→「金融支援」→｢セーフティネット保証制度について_セーフティネット保証制度のご案内｣

　　　【認定窓口・お問い合わせ先】　熊本市　商業金融課
　　　　　〒860-8601　熊本市中央区手取本町1-1　熊本市役所本庁8Ｆ
　　　　　電話番号：０９６－３２８－２４２４　　ＦＡＸ：０９６－３２４－7００４

